
103Document Classification: KPMG Confidential
© 2023 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent member 

firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

01 開会 KPMG 田村 13:00-13:05

02 人流データを活用した不動産分野等の課題解決実証事業の概要に
ついて

国土交通省 矢吹課長
国土交通省 武林課長補佐

13:05-13:20

03 実証地域の取り組みの成果報告

• 東村山市「駅周辺再整備に合わせた公共施設・公共空間の最適化」 東村山市 杉山課長 13:20-13:40

• さいたま市（浦和美園駅周辺）「地域ニーズをとらえた商業地域形成」
一般社団法人美園タウンマネジメント
岡本専務理事

13:40-14:00

• 鳥取市「中心市街地活性化に向けた空き店舗・遊休不動産活用」 鳥取市 寺坂主幹 14:00-14:20

04 有識者からのコメント・データ活用の取り組み紹介

• 東京都市大学 建築都市デザイン学部都市工学科
秋山祐樹准教授による講評・取り組み紹介

東京都市大学 秋山准教授 14:20-14:40

• 一般社団法人オルタナティブデータ推進協議会（JADAA）
代表理事東海林正賢氏による講評・取り組み紹介

JADAA 代表理事 東海林氏 14:40-15:00

05 土地不動産分野における人流データを活用した課題解決手法の
整理について

KPMG 石山 15:00-15:15

06 国土交通省の人流事業等の紹介 国土交通省 竹本係長 15:15-15:30

07 閉会 KPMG 田村 15:30

本日の流れ
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オルタナティブデータの可能性と未来

一般社団法人オルタナティブデータ推進協議会

代表理事 東海林 正賢

Japan Alternative Data Accelerator Association
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オルタナティブデータEXPO2024

https://goodway.co.jp/fip/htdocs/joxfmwopf-3636/

詳細は下記Webサイトをご参照ください。
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オルタナティブ
データ

トラディショナル
データ

テクノロジーの進化によって、今まで使われていなかったような非定型・非金 のデータなどすべてのデータがオルタナティブデータ

として活用される可能性があります。

オルタナティブデータの定義
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取扱っているオルタナティブデータの種類
取扱っているオルタナティブデータの種類については、「位置情報」データは購入者からすると２番目に購入されており、
様々な分析に活用されています。

出典：JADDA編纂「オルタナティブデータFACTBOOK2023」
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オルタナティブデータの販売先
データプロバイダーの回答によると、データの購入者は資産運用業者がほとんどではあるが、行政や自治体においても
活用が始まっています。

出典：JADDA編纂「オルタナティブデータFACTBOOK2023」
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6
出所：東海道リート投資法人「新投資口発行及び投資口売出届出目論見書」（ 2021年5月 ）より抜粋

事例：コロナ感染に伴う人出の変化の地域差
渋谷駅と浜松プラザではコロナウイルス感染拡大に伴う人出の落ち込み方が大きく異なることがデータによってわかります。
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事例：経済物価情勢判断への活用

出所：https://www.boj.or.jp/research/wps_rev/rev_2021/data/rev21j16.pdf

日本 行「オルタナティブデータを用いた日 リサーチの紹介 」では、経済指標を早く掴むための工夫をされていることが

見て取れます。
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事例：経済物価情勢判断への活用

出所： https://www.boj.or.jp/mopo/outlook/index.htm

「経済・物価情勢の展望」にも様々なデータを使った分析が引用されています。
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アセットクラスの多様化や対応すべき指標の増加によって、オルタナティブデータの活用が益々必要とされるようになります。

オルタナティブデータの今後

ESGやサステナビリティなどの新しいフレームワークへの対応

• ESG投資やSASBなど企業を評価するための新しいフレームワークが増えていきますが、
根拠となるデータは一企業の開示情報だけでは追い付かない状態になっている。

新たなアセットクラスへの対応

• 株・  や商品先物に留まらず、    やエネルギーインフラなどアセットクラスの多様化に
より、新たな評価指標と基 となるデータが必要になってくる。

資産運用の小口化・自動化

• ロボアドバイザーを使った手数料無料のビジネスモデルが台頭し、手数料収入が期待でき
なくなっている。オペレーションの自動化と商品の多様化のためにデータも多様化していく

1

2

3
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入会企業・団体のカオスマップ
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一般社団法人 オルタナティブデータ推進協議会

https://alternativedata.or.jp/

Mail: info@alternativedata.or.jp
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